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中国の特許出願の伸びをどう評価すべきか 

―「脅威論」と「軽視論」の検証（2026年 10月時点）― 

2026 年 10 月 30 日 

Claude Opus 5.5 

結論 

「国内特許がほとんどなので大したことはない」という見方は、比率としては正しいが、実務

判断の根拠としては誤りである。中国出願人による海外出願は 2024 年に 12.4 万件で、出願全体

に占める比率は約 7%にとどまる。しかし絶対数では米国・日本に次ぐ世界 3 位で、ドイツの約

1.8 倍に当たる[1]。PCT 出願では世界 1 位[2,3]、欧州特許庁（EPO）への出願では 2025 年に初め

て日本を抜いて 3 位となった[4,5]。さらに、中国国内の権利そのものが、世界最大の製造・販売拠

点である中国で日本企業の事業を直接縛る。 

一方、「中国特許＝全面的な脅威」という見方も行き過ぎである。件数の大半は質のばらつき

が大きく、影響力の指標では日本が依然としてトップ層の厚みで優位を保っている[6]。妥当な評

価は、脅威を「量」ではなく「上位企業と特定分野」に集中する、選択的かつ実質的な脅威とし

て捉えることである。 

要点 

● 【量】「国内特許がほとんど」は比率として正しい（海外出願比率約 7%）[1]。しかし海外出

願の絶対数は世界 3 位（12.4 万件、2024 年）、PCT は世界 1 位（7.37 万件、2025 年）であ

る[2,3]。国内の発明特許授権 97.2 万件・実用新案授権 146.1 万件（いずれも 2025 年）[7,8]も、

中国で製造・販売する日本企業にとっては FTO リスクそのものになる。軽視論は「海外出願

の比率」と「脅威の大きさ」を取り違えている。 

● 【質・影響力】補助金主導の低質出願という批判は、2010 年代までについては実証研究で裏

付けられている[9,10]。しかし 2021年以降の補助金の全面取消[7,11]、高価値特許KPIの導入[12,13]、

実用新案出願の減少（2025年に前年比約 17%減）[7,8]により、量から質への転換は数字に表れ

始めた。ただし質の改善はHuawei・CATL・BYD・BOE・ZTE等の上位企業に集中しており、
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全体平均では日米欧との差がなお大きい（Clarivate「Top 100 Global Innovators 2026」では日

本 32 社に対し中国本土 7 社）[6]。 

● 【権利行使・分野】通信 SEP・電池・ディスプレイ・生成 AI では、中国企業は「ライセンシ

ー」から「ライセンサー兼原告」へ移りつつある。Huawei のライセンス収入は年約 6.3 億ド

ル（2024 年）に達し[14,15]、2026 年 10 月には Qualcomm との広範なクロスライセンスを発表

した[16]。英国と中国の裁判所では Samsung と ZTE のグローバル FRAND 紛争が並行し、判

断が大きく割れた[17]。日本企業は上位中国企業を重点的に監視し、それ以外は過大評価しな

い、メリハリのある対応をとるべきである。 

1. 観点別評価の一覧 

観点 脅威論の妥当性 軽視論の妥当性 判定 

量（国内） 

高い：発明・実用新案・意匠の

三層の権利網が中国市場で直接

効く 

低い：国内権利も中国で製造・

販売する外国企業を拘束する 
脅威論寄り 

量（海外） 

中〜高：PCT 世界 1 位、EPO

で 3 位、USPTO 登録は日本に

次ぐ外国 2 位 

中：海外比率約 7%は事実で、

海外出願の多くは上位企業に集

中 

拮抗（絶対数で

は脅威） 

質 
中：上位企業の質は世界水準。

平均の質も改善傾向 

中〜高：長期維持率・被引用の

平均値はなお低く、低質出願の

裾野が大きい 

拮抗（二極構

造） 

技術分野 
高い：通信 SEP、電池、生成

AI、ディスプレイ、EV 
低い（これらの分野では） 

分野限定で脅威

論 

権利行使 

中〜高：国内訴訟の大型化、懲

罰的賠償、グローバル FRAND

紛争での存在感 

中：ASI は WTO で敗訴し撤

回。海外訴訟で敗れる例もある 

脅威論寄り（制

度的な牽制あ

り） 
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観点 脅威論の妥当性 軽視論の妥当性 判定 

日本企業への

影響 

高い：FTO、先行技術、SEP

のロイヤルティ支払い側への転

落リスク 

低い 脅威論寄り 

 

注：判定は本書第 2〜6 章の事実を踏まえた筆者の分析である。 

2. 量の実態 

2.1 中国国家知識産権局（CNIPA）統計の全体像【確認事実】 

● 発明特許の授権：2025 年は 97.2 万件（971,930 件）で、2024 年の 104.5 万件から約 7%減っ

た（減少率は筆者計算）[7,8]。うち国内出願人分は 902,700 件（92.9%）、外国出願人分は

69,230 件である[8]。 

● 発明特許の出願：2024年は 182.8万件で過去最高だった[7]。WIPOによれば、CNIPAの 2024

年受理件数は 1,828,054 件、非居住者比率は 8.5%で、増加率 9%のうち 8.9 ポイントは居住者

出願の伸びによる[1]。2025年はCNIPA統計年報で 192.75万件（国内 177.49万件、国外 15.26

万件、国外比率 7.9%は筆者計算）と確認できる[8]。 

● 外国出願人の内訳：中国への外国出願人では日本が 4.5万件で最多、米国が 3.9万件（2024年）

[1,7]。 

● 実用新案・意匠：実用新案の出願は 2024 年に 318.5 万件（過去最高）、意匠の出願は 81.9 万

件だった[7]。2025 年は実用新案出願が 264.9 万件（前年比約 17%減）、意匠出願が 75.1 万件

（約 8%減）に減少した（減少率は筆者計算）[8]。2025 年の授権は実用新案 146.1 万件、意匠

66.6 万件である[8]。 

● 有効特許：2025 年末の有効発明特許は 631.8 万件で、うち国内 539.4 万件（85.4%）、外国

92.4 万件（14.6%）[8]。国内（香港・マカオ・台湾を除く）の有効発明特許は 532 万件である

[11,12]。 

● 2026年の途中経過：1〜6 月の発明特許授権は 45.3 万件[18]。 
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2.2 中国からの海外出願【確認事実】 

● PCT：2025 年の中国出願人による PCT 出願は 73,718 件（+5.3%）で世界 1 位。2 位以下は

米国 52,617件、日本 47,922件、韓国 25,016件、ドイツ 16,441件[2,3]。企業別ではHuaweiが

7,523件で 9年連続首位、CATLが 2,203件で 5位[2,3]。2024年の企業別上位 20社には中国企

業が 7 社入った[7]。 

● EPO：2025 年の中国からの出願は 22,031 件（+9.7%）。上位 10 か国で最も高い伸び率で、

初めて日本を抜いて3位となり、シェアは10.9%。2016年の7,092件から約3倍に増えた[4,5]。

出願人別ではHuaweiが 2位、CATLが 10位、分野別では輸送が+31.2%、半導体が+30.3%[4]。

EPO による中国への特許付与は 2025 年に前年比+32.8%と報じられている[5]。 

● USPTO：2025年の米国特許登録は、日本企業 42,971件、中国企業 30,913件（+9%超）、韓

国 26,147 件、ドイツ 14,150 件。Huawei は企業別 4 位[19]。中国は 2024 年に 28,258 件（前年

比+31.5%）と急増していた[20]。 

● JPO：外国人による日本への特許出願は 2025 年に 70,735 件で、うち中国は 10,824 件

（15.3%）、米国は 34.8%を占める（速報値）[21]。JPO への出願総数は 2025 年に 358,317 件

と、前年の 306,855件から 16.8%増えた[21,22]。急増の背景には一部出願人による大量出願があ

ると指摘されており（内訳は本調査では未確認）、中国のシェアを比較する際には注意を要す

る。 

2.3 「国内特許がほとんど」論の数値検証 

【確認事実】WIPI 2025 によると、中国居住者による 2024年の特許出願は全世界で約 180 万件、

うち海外出願は 123,714 件で、海外比率は約 6.9%である。海外出願の多い国は、米国 231,536 件、

日本 181,963件、中国 123,714件、韓国 99,936件、ドイツ 68,378件の順[1]。WIPI 2024でも、中

国の海外出願比率は 7.3%（2023 年）と、主要国の中で際立って低いとされている[23]。 

【分析】日本は内国人出願が年間約 24 万〜29 万件で、海外出願が 18.2 万件あるため、出願の 4

割前後を海外に向けている（概算）。比率で見れば「中国は国内中心」という主張は正しい。し

かし中国の海外出願の絶対数は、ドイツの約 1.8 倍、韓国の約 1.2 倍で、日本の約 7 割に達する。

「国内特許がほとんど」という議論は、分母（約 180 万件）が桁外れに大きいことを捨象してい
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る。日本企業にとっての脅威の大きさを測るなら、比率ではなく、①海外出願の絶対数、②中国

国内の権利が自社の中国事業に及ぶ範囲、の 2 点で評価すべきである。 

3. 質の評価 

3.1 政策転換【確認事実】 

● 補助金の廃止：中国当局は、各地区・各部門に対し、専利の出願・授権段階の財政資助の全面

取消を推進してきたと説明している。九部門の連名文書は、専利の件数を人材評価・職称評

定・大学評価等の主要条件としてはならないと明記した[7,11]。一連の措置の起点は、2021 年 1

月の CNIPA「専利出願行為の一層の厳格な規範化に関する通知」である（同通知の原文は本

調査では再確認していない）。 

● 第 14次 5カ年規画の達成状況：「1万人当たり高価値発明特許保有件数」は、目標 12件に対

し 2025 年 6 月末に 15.3 件と前倒しで達成し[24]、2025 年末には 16 件となった（2024 年末は

14件）[12,13]。国内の高価値発明特許は229.2万件で、国内有効発明特許の43.1%を占める[11,12]。

CNIPA は「高価値」を、①戦略的新興産業、②海外に同族特許あり、③10 年超維持、④国家

科学技術賞・中国専利賞受賞、のいずれかに該当する発明特許と説明している[25]。ただし

JETRO の資料では、高額の質権融資を受けたものを加えた 5 類型として紹介されており[7]、

資料によって定義の記載に差がある。 

● 「知的財産権保護・運用『第 15 次 5 カ年規画』」（国発〔2026〕30 号、2026 年 7 月 27 日

付）：侵害の懲罰的賠償制度の継続的整備、虚偽訴訟・悪意訴訟・知財濫用の防止、渉外知財

紛争の事例データベース構築、「実用新案審査制度改革の探索」、専利開放許諾制度の全面実

施を掲げている[26,27]。公表本文は抄録で指標表を含まないが、人民日報は、1 万人当たり高価

値発明特許を「22 件超」（第 14 次規画末の 16 件から 6 件以上の増加）とする目標を報じて

いる[25]。2026 年 6 月末の同指標は 16.8 件である[18]。 

【分析】「件数」目標はすでに消え、KPI は「高価値ストック」「転化・運用」「保護」へ明確

に移った。量から質への転換は、政策言説のレベルではほぼ完了したと言える。ただし高価値指

標自体が分類に依存するため、国際比較が可能な質指標とは言えない。 
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3.2 質の指標（確認事実と限界） 

● 審査：CNIPA の 2025 年の発明審査期間は 15 か月以内とされる[7]。 

● 維持率：CNIPA「中国有効専利年度報告 2014」では、10 年超維持の割合は国内 7.6%に対し

外国 32.8%だった[28]。2023年末には国内の 10年超維持件数が 60.2万件（前年比+35.4%）に

達した[29]。国内と外国を同じ定義で比較した 2015 年以降の公表値は見つからなかった。 

● 企業の実施：企業の発明特許産業化率は 54.0%（2025 年）。特許の譲渡・許諾登録は 69.7 万

回（+13.7%）[12]。 

● 影響力ランキング：Clarivate「Top 100 Global Innovators 2026」では日本が 32 社で首位、上

位 10 社は日本 5 社、中国本土と韓国が各 2 社、米国 1 社だった。中国本土からは Tencent、

Huawei、BOE、CATL、ZTE（初選出）、CXMT（初選出）、TCL Technologyの計 7社が選

ばれた[6]（中国企業の社数・社名は公表リストの二次整理による）。LexisNexis の Patent 

Asset Index 系「Top 100 Global Innovators 2026」では、中国・韓国・日本が各 7 社だった[30]。 

● AI 分野の被引用：AI 特許の平均被引用は米国 13.18 件に対し中国 1.90 件という二次分析

（WIPO の PATENTSCOPE AI Index に基づく 2024 年 1〜10 月頃のデータ）があり、件数と

影響力の乖離を示唆する。ただし方法論は未検証である[31]。 

3.3 学術研究（両論） 

● 否定的な研究：Dang & Motohashi（2015）は、出願補助金が特許件数を 3 割超押し上げた一

方で、低質な出願を増やし登録率を低下させたと示した（請求項の狭さは、登録を条件とする

報奨と結びついていた）[9]。Long & Wang（2016）は、1985〜2010 年の省別データから、特

許促進政策の下で平均的な質が低下したと報告し、補助金は取下げ率・維持率を歪めるため、

これらを質の指標とする際には注意が要ると指摘した[10]。特許更新データを用いた実証研究

は、中国企業の特許の私的価値が外国企業の特許より低いことを示している[32]。 

● 肯定的・中立的な研究：1995〜2010 年の省別パネルを用いた研究は、補助金が件数だけでな

く各種の質の指標にもプラスに働いたと報告している[33]。 

【分析】これらの研究の多くは 2010 年前後までのデータに基づいており、2021 年の補助金廃止

後を体系的に検証した査読研究は限られる。「低質」という評価は補助金期の裾野には当てはま
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るが、上位企業や EPO・USPTO に出願される層には当てはまらない、と整理するのが妥当であ

る。 

4. 技術分野別の強さ 

● 生成 AI：WIPO の生成 AI 特許ランドスケープ（2024 年）によると、2014〜2023 年の発明件

数は中国 38,210件、米国 6,276件、韓国 4,155件、日本 3,409件、インド 1,350件で、中国が

世界の約 7 割を占める。主要出願人は Tencent、Ping An、Baidu である[34]。ただし影響力の

指標では米国が優位とみられる（3.2 参照）。 

● 電池・EV：CATLは PCT世界 5位（2,203件）[2,3]で、EPOでも初めて出願人上位 10社に入

った。EPO での中国出願は輸送分野が+31.2%[4]。 

● 通信・SEP：Huaweiは PCTで 9年連続首位[2,3]、EPOで 2位[4]。LexisNexis IPlyticsの 5G報

告（2026年 1月）では、Huaweiが主要指標で首位に挙げられ、上位 50社のうち 14社が中国

企業である。ただし質を加味したPatent Asset IndexではQualcommが首位とされる[35]。ETSI

に宣言された 5G ファミリーに占める中国企業のシェアは約 4 割（約 11.4 万ファミリー中約

2.6 万）、Huawei 単独で約 12%、ZTE で約 7%とする法律事務所の分析がある（データ年の

明示なし）[36]。宣言データの一次集計による国別シェアは本調査では確認できなかった。 

● ディスプレイ・半導体：BOE は 2025 年の PCT 企業別上位 10 社に入り[3]、Clarivate の上位

100 社にも選ばれている[6]。EPO での中国の半導体出願は+30.3%（2025 年）[4]。DRAM メ

ーカーの CXMT が Clarivate に初選出された[6]。 

● 量子・6G 等：CNIPA は量子・6G・脳機械インターフェース等で核心特許を布石していると

説明しているが[12]、国際比較が可能な一次データは本調査で確認できなかった（太陽光・ド

ローンも同様に未検証）。 

【分析】脅威は分野横断ではなく、「通信・電池・ディスプレイ・EV・AI」に集中している。日

本企業の主戦場（素材・精密機械・自動車部品・電子部品）のうち、EV・電池周辺と通信モジュ

ールを抱える事業では脅威論を、その他の事業では個別監視を採るのが合理的である。 
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5. 権利行使・法制度 

● 中国国内の訴訟：2025年に人民法院が新たに受理した知財事件は 55.26万件、審結は 53.96万

件。渉外知財の一審新受は 11,066 件（+34.1%）[37,38]。最高人民法院知財法廷が扱った 1,000

万元以上の高額賠償案件は、2025 年だけで 32 件・合計 25.4 億元に達した（法廷設立以来の

累計 73件・52.4億元）。同法廷の懲罰的賠償の適用案件は 2025年に 30件・11.3億元である

[39]。全国で懲罰的賠償が適用された民事侵害事件は 2024 年に 460 件（+44.2%）[40]。最高人

民法院は 2026 年 4 月 20 日、「知財民事紛争への懲罰的賠償適用に関する解釈」（法釈

〔2026〕7 号、5 月 1 日施行）を公表し、故意・情節重大の認定や賠償額算定の基準を具体化

した[41]。 

● グローバル FRANDと訴訟差止命令（ASI）：OPPO対Nokia事件の重慶第一中級人民法院判

決（2023 年 12 月）は、中国の裁判所として初めてグローバル FRAND 料率を設定した。5G

多モード端末は第 1区分の地域で 1台 1.151ドル、中国等で 0.707ドル、5G累積料率は 4.341

〜5.273%とされ、Nokia の主張（1 台 3 ユーロ）を大きく下回った。両社は 2024 年 1 月に和

解している[42,43]。WTOのDS611（ASI）では、2025年 2月のパネル報告は EUに概ね不利だ

ったが[44]、2025 年 7 月 21 日の仲裁判断がパネル判断を実質的に覆し、TRIPS 協定第 1.1 条

と第 28.1 条・第 28.2 条の違反を認定した[45,46]。中国はこれを受け、ASI 政策の撤回を表明し

た（欧州委員会、2026 年 4 月）[46]。グローバル料率設定そのものを争う DS632 は、EU が

2026 年 2 月にパネル設置を要請した段階で、結論は出ていない[47]。 

● 海外での紛争：Samsungと ZTEは 2024年 12月、英国（Samsungが提訴）と重慶（ZTE側）

で FRAND 条件の決定を求めて争った。英国高等法院は 2026 年 5 月、3.92 億ドルの一括払い

によるクロスライセンスを相当と判断した。同判決によれば、重慶の裁判所は ZTE 側の 7.31

億ドルの提案を採用しており、法域によって判断が大きく割れている[17]。2026 年 10 月 20 日

には、UPCがHuaweiの 5G SEP侵害訴訟を棄却し、特許の一部を無効としたと報じられてい

る（被告は HMD とみられるが、一次資料は未確認）[48]。UPC の侵害訴訟受理は 2025 年に

239 件（前年 155 件）と約 5 割増えた[49]。 

● ライセンス収支の変化：Huaweiの 2024年のライセンス収入は約 6.3億ドルで、同社の宋柳平

最高法務責任者が 2025 年 11 月の第 6 回イノベーション・知財フォーラムで公表した。比較
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対象として Ericsson 12.7 億ドル、Nokia 20 億ドル、Qualcomm 55.7 億ドルとの報道がある

[14,15]。ただし Huawei 自身も、累計の支払ライセンス料は累計受取額の 3 倍近いと説明してお

り、収支全体はなお支払超過である[14,15]。2025 年末時点で全世界の有効登録特許は 16.5 万件

超、ライセンス契約は 260件超と報じられている[50]。2026年 10月 5日の両社共同発表では、

5G・コンピュート・AI・ネットワーキングを含む複数年のクロスライセンスと、Qualcomm

による Huawei の米国特許の一部買取りが示された（条件は非開示、買取りは規制当局の承認

が条件）[16]。日経アジアは、Qualcomm が Huawei に初めて特許対価を支払うと報じた[51]。

一方で Qualcomm 側は、自社が純支払者になったとする報道は不正確だと反論したと伝えら

れており（一次資料未確認）、収支の評価には慎重さを要する。 

● 輸出管理・渉外紛争規定：国務院「渉外知的財産権紛争処理に関する規定」（2025 年施行）

や、電池正極材等の技術を輸出制限目録に追加した措置は、中国が知財と技術流出管理を経済

安全保障の手段として一体運用する方向を示している（これらの条文は本調査では一次確認し

ていない）。 

【分析】ASI は国際法上の制約を受けたが、グローバル料率設定（DS632 は係争中）、高額賠償、

渉外事件の増加といった「中国の裁判所を選ばせる」力はむしろ強まっている。Samsung 対 ZTE

で英中の判断が大きく割れたことは、どの法域で争うかが結論を左右することを示している。

UPC での Huawei の敗訴が示すように中国企業の SEP が常に強いわけではないが、日本の端末・

車載・IoT メーカーは、中国の SEP 保有者に対して支払い側になる確率が上がっていると見るべ

きである。 

6. 「国内特許がほとんど」論への反論と再反論 

● 反論 1（市場）：中国は世界最大の製造拠点かつ市場であり、中国国内の発明・実用新案・意

匠の権利は、中国で製造・販売・輸出する日本企業に直接効く。国内出願人の発明授権だけで

年間約 90 万件[8]、加えて実体審査を経ない実用新案の授権が年間約 146 万件ある[8]。 

● 反論 2（先行技術）：中国の公開公報は量的に世界最大の先行技術プールである。各国の審査

で中国文献の引用が増えているとの実務上の指摘は多いが、日本・EPO の審査で中国文献の

引用率を示す最新の一次統計は本調査では確認できなかった。とはいえ、中国語文献を調べず
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に新規性・進歩性を判断すると、自社出願が拒絶・無効化されるリスクや、他社特許の無効資

料を見落とすリスクがある点は、論理的に確度が高い（分析）。 

● 反論 3（地政学）：米中対立のもとでも、中国企業の米国特許登録は 2024 年に+31.5%[20]、

2025 年に+9%超と増え続けている。Huawei は米国のエンティティリストに掲載されながら

USPTO登録で企業別 4位である[19]。対米出願が地政学によって萎縮したという証拠は見当た

らない。 

● 再反論（軽視論の正当な部分）：①海外出願比率は約 7%と低く、国際的な価値を持つ層は全

体のごく一部である[1]。②長期維持率や特許価値の低さを示す歴史的データがある[28,32]。③中

国自身が実用新案審査制度の改革を掲げている[26,27]。④Clarivate の Top 100 の社数では日本

が大きく上回っている[6]。これらは「全件を一律に脅威とみなす」ことへの有効な反証になる。 

7. 総合評価【分析】 

観点 評価 

量 
脅威論 7 割、軽視論 3 割程度の妥当性。中国市場における国内権利網と、世界 3

位の海外出願の絶対数は、日本企業にとって実在する制約である。 

質 
両論拮抗（二極構造）。上位数十社は日米欧と同等以上で、裾野は低質。平均値

は改善中だが、なお差がある。 

分野 
通信・電池・EV・ディスプレイ・AI では脅威論が明確に妥当。素材・精密機械等

では個別監視で足りる。 

権利行使 

脅威論寄り。高額賠償・懲罰的賠償・渉外事件が増え、グローバル FRAND 紛争

でも中国の裁判所の存在感が増す。ASI は WTO で封じられたが、グローバル料

率設定は係争中。 

日本企業への影響 
脅威論寄り。最大のリスクは「中国企業の米欧出願」よりも、「中国国内の権利

網による FTO 制約」と「SEP を中心としたライセンス収支の悪化」にある。 
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8. 日本企業への示唆 

1. 中国 FTO は三層で行う：発明だけでなく、実用新案・意匠を含めた調査を製品上市前の標準

手続にする。実用新案は実体審査を経ないため権利の安定性が低く、無効審判を前提とした

対応策を用意しておく。CNIPAの無効審判の平均審理期間は 2024年に 5.9か月とされ[7]、比

較的短期間で決着しうる。 

2. 先行技術調査で中国語文献を必須化する：機械翻訳と AI 検索の導入を前提に、出願前調査・

無効資料調査・IP ランドスケープの母集団に中国文献を標準で含める。 

3. 監視対象を絞る：上位企業（Huawei, ZTE, Xiaomi, OPPO, vivo, CATL, BYD, BOE, Tencent, 

CXMT 等）について、PCT・EPO・USPTO・JPO への出願と係争を継続的に監視する。そ

れ以外は件数ではなく、自社製品へのクレームのマッピングで評価する。 

4. SEP 戦略を見直す：通信モジュールを搭載する製品（車載・IoT・家電）では、中国の SEP

保有者からのライセンス要求、中国の裁判所でのグローバル料率訴訟、UPC・ドイツでの差

止請求を想定したシナリオを作る。パテントプールへの参加や自社の宣言特許の棚卸しも進

める。 

5. 対中出願を維持・選別する：日本は中国への外国出願人として最多である（4.5万件、2024年）

[1,7]。件数の維持より、権利行使の可能性が高い分野と、懲罰的賠償を活用できる立証設計

（侵害品の証拠保全、公証購入等）へ資源を移すことが合理的である。 

6. 今後注視すべき指標：①CNIPA の発明出願件数と国外比率（2025 年は 192.75 万件、国外

7.9%）[8]、②1 万人当たり高価値発明特許（目標 22 件超）の内訳[25]、③実用新案審査制度改

革の内容[26,27]、④DS632 の帰結[47]、⑤UPC・ドイツ・英国での中国企業の原告訴訟件数と勝

率、⑥中国出願人の JPO出願（2025年は 10,824件）[21]、⑦Huawei等のライセンス収入と支

払額、⑧EPOでの中国の付与件数と付与率[5]。 

9. 留意点（未確認事項・限界） 

● CNIPAは 2025年の発明特許出願件数をヘッドライン統計で明示していないが、統計年報（表

1-1）で 192.75 万件と確認できた。WIPO の集計とは定義が異なる可能性がある[8]。 
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● 実用新案・意匠の授権件数の前年比、2025 年の復審請求件数、2025 年の無効審判の平均審理

期間、中国出願人による 2024 年の JPO 出願件数は、一次資料で確認できなかったため記載を

見送った。 

● 国内と外国を同じ定義で比べた 10 年超維持率は、2014 年（国内 7.6%、外国 32.8%）が最新

である[28]。 

● 5G SEP の国別シェア（約 4 割）は法律事務所等の二次分析によるもので、データ年と一次集

計は未確認である[36]。 

● 日本・欧米の審査における中国文献の引用率、EPO・USPTO での中国出願人の登録率の一次

統計は確認できなかった。 

● UPC での Huawei 対 HMD 判決、Qualcomm–Huawei 間の対価の流れは、一次資料を確認で

きていない。 

● AI 特許の被引用比較、渉外紛争規定・輸出制限目録の条文は二次情報または未確認であり、

断定を避けた。 

● 「高価値発明特許」は CNIPA 独自の定義で、国際比較指標ではない[25]。 

● JPO の 2025 年の出願急増は一部出願人の大量出願の影響が指摘されており、中国出願人の

JPO シェアの解釈には注意を要する[21,22]。 
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